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１

7 地域活動拠点整備事業

入野地域センター改修工事監理業務

２

３

第 十二 号 第 1 類 ）

　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造　2階建　延床面積A=約875.52㎡　昭和63年竣工

４

次の資格を有する管理技術者及び担当技術者を定めること。

(1)

・

(2)

・ 担当技術者（意匠）の資格要件は、一級建築士の資格を有する者とする。

(3)

・

・

５

６

管理技術者と担当技術者（意匠）は、要件を満たす場合であっても、兼ねることができない。

監  理  業  務  委  託  仕  様  書

業　務　名　称

履  行　場　所

東広島市河内町入野

建物概要・監理内容

◆施設用途

　工種については下記のとおり。

　仮設工事、防水改修工事、外壁改修工事、建具改修工事、内装改修工事、塗装改修工事、環境配慮改修工事、

　令和7年度　地域活動拠点整備事業

【工事内容】

　入野地域センター改修工事に係る建築工事一式、電気設備工事一式・機械設備工事一式であり、

令和 年度

　入野地域センター改修工事（建築・電気設備・機械設備）に係る監理業務

◆監理内容

　 用途: 集会所 （令和6年国土交通省告示第8号　別添二

◆建物概要　（構造・規模）　

　電灯設備工事、動力設備工事、拡声設備工事、空気調和設備工事 ほか

その他

管理技術者及び担当技術者（意匠）は受注者と直接雇用関係のある者とする。

工事監理体制　　

技術者

管理技術者

管理技術者の資格要件は、建築士法（昭和25年法律第202号）による一級建築士（以下「一級建築士」という）
で資格取得後、建築設計又は建築工事監理に関し実務経験３年以上有する者とする。

担当技術者

　管理技術者　　　　　　　　　上記４の資格による

　担当技術者（意匠）　　　　　上記４の資格による

派　遣　条　件

　非常駐者は、全工程にわたり重点管理を行い監理業務にあたっては、厳正かつ誠意をもって行動し、常に本市の
契約約款第８条１項に規定する調査職員（以下「調査職員」という。）と緊密な連絡をとり、工事現場内外の状
況・工程及び工事内容を十分把握して工事施工者を指導監督すること。



７

(１)

(２)

(３)

○

○

ａ）

ｂ）

○

○

(４)

(5)

　工事現場における工程会議は１回/１週又は１回/２週程度とし、その他詳細は、別紙の工事監理委託業務実
施基準及び工事監理委託業務仕方書による。（工程会議の回数は、目安とし、工事の進捗状況に合わせてその
都度調整する）

設計図書の定めにより工事受注者等が提出する完成図について、その内容が適切であるか否かを確認する。

前項の確認の結果、適切でないと認められる場合には、工事受注者等に対して修正を求めるべき事項を検
討する。

設計変更業務

　設計の基本に影響を及ぼさない程度において変更の必要が生じた場合、当該変更に要する設計図書、変
更増減表、数量等（見積の徴収を含む）工事費積算書などの作成は、受注者が行う。

関係官公庁協議

　関係官公庁と協議を要する変更が生じた場合は、受注者が検討及び協議を行う。

　業務は、対象工事の工事請負契約書、図面及び仕様書（以下「設計図書など」という。）に示された設計内
容を実現させ、かつ、実施工事内訳明細書、工程計画表及び工事の施工を設計図書などに合致させるため、本
市が定める別冊の工事監理委託業務実施基準及び共通仕様書の定めによる他、調査職員の指示により行うもの
とする。また、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに受注者又は調査職員と協議をするものとする。

　工事監理業務は、共通仕様書「第２章　工事監理業務の内容」に規定する項目とし、各項目に定める確認及
び検討の詳細な方法については本市が定める別冊の工事監理委託業務仕方書（以下「仕方書」という。）の業
務区分（別表１）に従い、行うものとする。
　業務の分担に関して調整を必要とする場合は、発注者及び受注者が協議する。工事監理は、原則、（社）公
共建築協会発行の「工事施工チェックシート」（最新版）に基づき、各工事が設計図書に適合しているか確
認・検査等を行う。

　追加業務は、次に掲げる業務とする。各項に定めた確認及び検討の詳細な方法については、調査職員の指示
によるものとし、業務結果を調査職員に報告すること。また、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに調
査職員と協議するものとする。

　各工事は、週休２日適用工事（発注者指定型）であり、「東広島市週休２日適用工事等実施要領（営繕工
事）（最新版）」に従うため、実施状況が適切であるか否かを要領に定める方法に沿って確認する。

関連工事の調整に関する業務

　工事が複数の受注者等に分割され行われ、それらの工事が他の工事と密接に関連する場合、工事受注者
等の協力を受けて調整を行うべき事項を検討する。

完成図の確認

業　務　仕　様

　委託仕様書他に記載されていない事項は、「建築工事監理業務委託共通仕様書」（令和6年3月26日付け国営技第
214号）（以下「共通仕様書」という。）による。



目的

監理委託業務の内容

管理技術者の一般的業務

1.

2.

3.

監理業務日誌

1.

2.

検討、報告等

 立ち会い

1.

2.

3.

工事の施工状況の確認

情報共有システムの活用

工事材料等の試験又は検査

1.

2.

工事の進行管理

技術者は、工事材料が設計図書に定める品質、規格等に適合しているかどうか試験又は検査を行い、その結果
を報告しなければならない。

技術者は、必要に応じて、原寸、工場加工組立製作が設計図書に定める品質、規格、性能等に適合しているか
どうか試験又は検査を行い、その結果を報告しなければならない。

第10

　管理技術者は、常に工事の進捗状況を的確に把握し、毎月末に工事の進捗状況を報告しなければならない。この
場合、工事の完成が遅滞するおそれがあるときは、必要な提案をしなければならない。

　技術者は、仕方書に規定する事項について立ち会わなければならない。

　前項の立ち会いをしたときは、遅滞なくその結果を報告しなければならない。

　技術者は、立ち会いをしようとする場合において、工事の完成後では外部から明視し難いもの又は見本若し
くは記録写真等の記録では、工事の施工の進行過程を確認し難いものであるときは、調査職員の立ち会いを求
めなければならない。この場合、工事の施工が設計図書に適合しないおそれがあると認めるときは必要な提案
をしなければならない。

第７

　技術者は、工事の施工の結果が設計図書に適合しているかどうか確認を行い、その結果を調査職員に報告しなけ
ればならない。この場合、確認の結果、不適合又はそのおそれがあると認めるときは必要な提案をしなければなら
ない。

第９

第４

技術者は、監理業務日誌に監理業務内容その他必要事項を記録しておかなければならない。

管理技術者は、前項の監理業務日誌を保管し、調査職員から要求されたときは遅滞なくこれを提出し、監理業
務の履行状況についてその確認を受けなければならない。

第５

　技術者は、工事受注者が作成した工程表、工事施工のための計画書、施工図その他仕方書に定める図書を遅滞な
く検討し、その結果を報告しなければならない。

第６

第２

　受注者はこの工事の工事現場に５工事監理体制の技術者を派遣し、当該現場監督として、仕方書に定める業務を
行わせるほか、調査職員の行う工事の監督に関する業務の事務を行わせなければならない。
なお、工事監理に当たっては、工事監理業務処理基準（東広島市作成）を参考にするものとする。

第３

　管理技術者は、工事請負契約書及び設計図書の内容を十分理解し、工事現場の状況にも精通した上で、本基
準及び仕方書に基づき監理業務に係る事務を適切に処理しなければならない。

　管理技術者は、工事受注者から提出された図書、工事の施工及び監理業務の実施に必要な図書、自ら又は他
の技術者が工事受注者に提示した図書、その他これらに類する図書の写しの整備を適切に行い、調査職員から
要求されたときは直ちに提示できるようにしておかなければならない。

　管理技術者は、工事に関して工事受注者又は第三者からの通知、報告等を受けた時は、遅滞なく調査職員に
その内容を正確に伝えなければならない。

工　事　監　理　委　託　業　務　実　施　基　準

第１

　この工事監理委託業務実施基準は、受注者が委託業務の分担の範囲内において

【　令和7年度　地域活動拠点整備事業　入野地域センター改修工事　】

の工事受注者を監督指導して、適正かつ円滑に監理業務を実施する基準を定めることを目的とする。

第８

　本業務の対象工事は工事中情報共有システムの対象（発注者指定型）である。工事関係者間の情報を電子的に交
換・共有することにより業務の効率化を図るものとし、情報共有システムの利用は「東広島市発注工事における広
島県工事中情報共有システム利用実施要領(建築工事)による。



工事の品質管理

工事の検査等

1.

2.

完成後の機能検査

設計変更の対応

その他検査等の対応

業務提出書類

1.

ａ）

１）

２）

３）

４）

ｂ）

ｃ）

１）

２）

３）

４）

ｄ）業務方針

業務フロー

　仕様書等に定められた工事監理業務内容に対する業務の実施方針について記載する。受注者として特に重点
を置いて実施する業務等についても記載する。

業務工程計画

　業務に関連する必要事項を記載する。対象工事の実施工程との整合を図るため、工事受注者等から提出され
る工事の実施工程表の内容を十分検討の上、作成する。検討に用いた実施工程表についても参考として添付す
る。

業務体制

受注者側の管理体制

業務運営計画

管理技術者等の経歴

業務一般事項

業務の目的

業務計画書の適用範囲

業務計画書の適用基準類

業務計画書に内容変更が生じた場合の処置方法

　業務の目的、本計画書の適用範囲及び本計画書の内容変更が生じた場合の処置方法を明確にした上で、
その内容を記載する。

　管理技術者は、工事目的物に関し、設計変更の必要性が生じた場合は、工事受注者又は調査職員と協議し、その
内容を検討した上で必要な提案を行わなければならない。
　ただし、設計の基本（主要構造部、用途、階数、主要な工法など）に影響を及ぼす重大な変更、又は大幅な変更
は別途協議するものとする。

第15

　会計検査院の検査、監査委員会が行う随時監査及び発注者が瑕疵検査を実施するとき、並びに竣工後、瑕疵の可
能性がある不具合が発生したとき、受注者は検査等に立ち会い、調査職員から説明を求められたときは、これに応
じなければならない。

第16

　業務提出書類は、仕方書に定める書類を提出すること。この内、業務計画書は、下記の内容とする。

業務計画書　※業務計画書に対する記載事項については、下記による。

第12

　管理技術者は、調査職員又は関係官公署が行う工事の検査等に工事受注者とともに立ち会わなければならな
い。この場合、調査職員又は関係官公署から工事に関する説明をもとめられたときは、直ちにこれに応じなけ
ればならない。

　管理技術者は、工事の完成検査が行われるのに先立ち、当該検査のための予備検査を行い、報告しなければ
ならない。

第13

　 管理技術者は、委託者又は調査職員の指示により工事の目的物の引渡しを受けた後、工事の施工の結果が設計図
 書に定める機能、性能に適合しているかどうかの検査に立ち会い、その結果を報告しなければならない。

第14

第11

　技術者は、常に工事受注者が設計図書に定めるところによる品質管理及び品質管理試験を適性に実施するよう必
要な指導及び確認をし、調査職員から要求されたときは遅滞なく品質管理及び品質管理試験実施状況を報告しなけ
ればならない。



１ 技術者の資格その他

２ 監理業務に関する図書

(１)
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３ 提出書類

(１)

ア

イ

ウ

エ

(２)

ア

イ

(３)

ア

イ

ウ

(４)

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ その他調査職員の指示する図書など

業務履行完了時

委託業務完了通知書

業務履行報告書

監理業務日誌

物品貸与簿（必要な場合）

設計変更業務成果品

請求書その他必要書類

その他調査職員の指示する図書など

業務履行中随時

業務履行報告書・監理業務日誌【月１回】

予定工程計画表及び実施工程計画表

その他調査職員の指示する図書など

着手時

当初（変更）業務工程表

管理技術者及び担当技術者選任（変更）通知書・経歴書及び監理業務組織表

業務計画書

その他調査職員の指示する図書など

部分払時（必要な場合）

工事記録写真

気象状況表

報告書（写）・提案書（写）

施工計画書・施工図

材料・色等の見本（試作品を含む）

その他必要な図書など

工事材料搬入・検査報告書・発生材調書

設計変更内訳書及び関係図書

機能及び性能試験成績書

各種試験成績書

主要資材購入先名簿通知書

物品貸与簿

施工体制台帳

工事施工状況に関する書類

予定工程計画表及び実施工程計画表

監理業務日誌

工事打合簿・工事指示書

工事進捗状況報告書・工事施工状況確認報告書

工事の契約に関する書類

監理業務委託契約書（写）

工事請負契約書（写）

設計図書など（質疑回答書を含む）

工程計画表

工事受注者・現場担当職員一覧表

工　事　監　理　委　託　業　務　仕　方　書

　受注者は、業務にあたって監理体制を確立し、管理技術者の所掌内容を定めて、書面により発注者に通知するも
のとする。

　技術者の資格その他は、監理業務委託仕様書４.技術者のとおりとする。

次の図書を管理技術者事務所に整備しておかなければならない。

工事打合せ簿（副本）表紙の写し（監理者コメントを記載したものに限る）

①変更数量関係一式（数量算出書及び拾い図等）

②変更見積一式（３社分の見積書及び見積比較表）

③変更内訳書又は変更増減表（必要に応じＲＩＢＣ等で内訳書を作成すること）



　

処理区分

業　　務

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

＊検討には、照査・審査を含む。

工事材料搬入・検査報告書

各種試験成績書

質疑回答

施
工
図
等
の
検
査
・
承
諾

工程計画表

現場代理人・主任技術者等指名届及び経歴書

施工管理組織表

下請負人名簿

主要資材購入先名簿

期間別工事工程報告書

工事進捗状況報告書

各工事施工計画書

各工事施工図

その他

詳
細
図
の
作
成

材料・仕様・色等の検討

設計図書の補足（不一致）

その他

承
　
諾

検
　
査

工
事
契
約
に
関
す
る
協
力

見積書の調査

工事費見積りのための説明会

請負契約条件についての助言

請負契約案の作成

施工者の選定についての助言

検
　
査

報
　
告

立
　
会

指
　
示

同
　
意

確
　
認

立
　
会

指
　
示

検
　
討

提
　
案

確
　
認

受
　
領

（別表１）

工　事　監　理　業　務　処　理　基　準
Ｎｏ．３－１

担　　　　当 監理受注者 東広島市 備　考



　

処理区分

業　　務

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 ○ 〇 〇 〇

〇 〇 ○ 〇 〇 〇

〇 〇 ○ 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇

＊検討には、照査・審査を含む。

中間技術検査

その他

緊急処理
緊急時のみ

（別表１）

工　事　監　理　業　務　処　理　基　準
Ｎｏ．３－２

工
　
　
事
　
　
の
　
　
指
　
　
導

手直し検査

完成検査（営繕課・検査課）

材料の検査
必要に応じて立
会を行う

各工事検査
必要に応じて立
会を行う

各工場検査
必要に応じて立
会を行う

担　　　　当 監理受注者 東広島市 備　考

中
間
及
び
最
終
支
払
い
の
確
認

出来高検査（出来高確認を含む）

中間検査出来高払い又は中間前金払いの資料
作成

中間・完成支払いの義務

その他

竣工図

変
更
工
事
の
処
理

設計変更書

工事の変更・中止等

その他

工事打合簿・指示票等

品質管理

使用資材機器の確認

その他

予備検査

全体工事施工工程の調整

各工事間の調整

工事現場監理

工事監理日誌

施
工
図
等
の
検
査
・
承
諾

機能及び性能試験成績書

各種保証書

工事写真

検
　
査

報
　
告

立
　
会

指
　
示

同
　
意

確
　
認

立
　
会

指
　
示

検
　
討

提
　
案

確
　
認

受
　
領

承
　
諾

検
　
査

完成写真



令和 7年度 地域活動拠点整備事業 入野地域センター改修工事監理業務 

特 約 事 項 

 

１ 債務負担行為に係る契約の特則 

(1) 業務委託契約約款（以下「約款」という。）において、各会計年度における業務委託料の

支払限度額(以下｢支払限度額｣という。）は、次のとおりとする。 

            令和７年度 2,070,000 円 

             令和８年度 残額 

 

(2) 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。 

             令和７年度 業務委託料（税込）×80％ 

             令和８年度 残額  

 

(3) 発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、支払限度額及び前項の出来高予定

額を変更することができる。 

 

２ 債務負担行為に係る契約の前払金の特則 

 (1)約款第３３条及び約款第３４条の規定の適用について、約款第３３条中｢契約書記載の履行

期限｣とあるのは｢契約書記載の履行期限(最終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会

計年度末)｣と、同条及び約款第３４条中｢業務委託料｣とあるのは｢当該会計年度の出来高予

定額｣とする。ただし、この契約を締結した会計年度(以下｢契約会計年度｣という。)以外の

会計年度においては、受注者は、発注者の予算の執行が可能となる時期以前に前払金の支

払を請求することはできない。 

(2)前号の規定にかかわらず、当該契約においては、契約会計年度に翌会計年度分の前払金を

含めて支払うこととし、受注者は、契約会計年度に翌会計年度に支払うべき前払金相当分

を含めて前払金の支払を請求することができる。 

 

３ 債務負担行為に係る契約の部分引渡しに係る業務委託料の特則 

 (1)各会計年度において、部分引渡しに係る業務委託料を請求できる回数は、次のとおりとす

る。 

令和７年度 約款３６条第２項に規定する受注者の承諾があった場合につき１回 

令和８年度 約款３６条第２項に規定する受注者の承諾があった場合につき１回 

 

 

 

 



細目 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

直接人件費 0 0 0 0 0

改修監理 0 1 式 0 0

0 0 0 0 0 0

諸経費 0 0 0 0 0

改修監理 0 1 式 0 0

0 0 0 0 0 0

技術料等経費 0 0 0 0 0

改修監理 0 1 式 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0

業務価格 0 1 式 0 千円未満切捨て

0 0 0 0 0 0

消費税等相当額 0 1 式 0 10％

0 0 0 0 0 0

監理業務等委託料 0 1 式 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

監理業務等委託料
令和7年度　地域活動拠点整備事業

入野地域センター改修工事監理業務



 

 

参 考 図 書 

 

 

 

 

業務名称 ： 令和７年度 地域活動拠点整備事業  

入野地域センター改修工事監理業務 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

  この参考図書は適正な積算及び、監理業務の内容を把握するための参考指標として示

すものです。あくまで参考図書であり、設計図書ではありません。内容の如何にかかわ

らず、契約上の拘束をするものではありません。 



付近見取図 出典：地理院地図（電子国土WEB）

工事場所：東広島市河内町入野2650

配置図 S＝1/300

A-A敷地断面図 S＝1/300

B-B敷地断面図 S＝1/300

▽敷地境界線

▽敷地境界線

▽敷地境界線

△敷地境界線

△敷地境界線

△
敷
地
境
界
線

道路境界線
前面道路

ｽﾛｰﾌﾟ

DN

工事建物

別敷地駐車場

既存汚水処理機械室

解体建物①

解体建物②

解体建物③

Ｎ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｈ

28
,6
00

2,
00
0

６

１

30,700

9,000

工事建物
△

敷
地

境
界

線

△
敷

地
境

界
線

工事建物△
敷

地
境

界
線

△
敷

地
境

界
線

解体建物①

解体建物③

2
,4

00

43
0

（A2:100％　A3:70.7％）

訂正 月．日

1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

令和7年度　地域活動拠点整備事業

A-10

1：300付近見取図　配置図



塩ビ製100φ　撤去

訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

令和7年度　地域活動拠点整備事業

改修概要

外部

・

・

・

・

・

・

・

・

内部

・

特記事項

・

外壁　クラック改修・吹付材吹替え

外部建具廻り・軒樋　シーリング打替え

竪樋、鋼製養生管　取替え（掴み金物とも）

玄関庇　撤去・新設

玄関ポーチ　床タイル取替え・スロープ手すり新設

犬走り　モルタル撤去・新設、一部土間コン新設

軒樋　塗装

暗幕：更新（レールとも）、換気ガラリ開閉調整

天井撤去・新設（特定天井対応改修）

外部仕上

部分

屋根

外壁

玄関

建具

その他

改修番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

部位

谷樋

根廻

外壁

打継目地

定礎石

軒樋

竪樋

養生管H1800

給気ガラリ

250×200

レンジフード

給気レジスター

150φ

庇

庇　竪樋

ポーチ　床

ポーチ　手すり

玄関館名札

玄関ﾌﾟﾚｰﾄ

ポスト

400×400×200

アルミ

アルミ窓手すり

犬走り

犬走り周辺

外部舗装

雨水桝

雨水配管

改修前

下地

S

C

C

M

S

－

－

S

SUS

SUS

―

C

－

M

－

－

SUS

－

－

C

－

仕上

吹付タイル

吹付タイル

大理石450×300

耐酸被覆鋼板厚0.6

吊金物とも

塩ビ製100φ　撤去

掴み金物とも

鋼管150φ　撤去

塗装　

塩ビ製30φ

鉄筋コンクリート　撤去

掴み金物とも

150角タイル貼り　撤去

―

木製250×1500

一時撤去

アルミ複合板厚3　1300×300

撤去

一時撤去

―

アスファルト舗装　撤去

―

―

改修後

下地

S

C

C

M

－

－

－

S

SUS

SUS

―

C

－

M

M

－

－

SUS

－

－

C

C

－

－

－

仕上

塗替え

可とう形改修塗材Ｅ

塗替え

耐酸被覆鋼板厚0.6

DP塗　塗替え

カラー塩ビ製100φ　新設

SUS掴み金物＠1200内外とも

鋼管150φ　新設

DP塗

DP塗　塗替え

塩ビ製30φ

特殊ポリウレタン樹脂塗料

アルミ製（既製品）新設

150角タイル貼り　新設

ステンレス製　新設

木製250×1500

復旧

－

クリーニングの上、再取付

モルタル厚30金ゴテ押え　新設

土間コン新設

アスファルト舗装　新設

既製品　新設

グレーチング蓋とも

VP100φ　新設

備考

竪樋廻り　シーリング撤去・新設

300×400×300、200×300×200

電気ボックス150×150×150（3か所）

撤去部取付穴補修

撤去部周辺はカッター切りを行う

凡例

符号

C

M

S

LGS

W

GB-R

GB-D

DP

SOP

EP

性能

区分

不燃

工事区分表　※建築においては建築図に記載のあるものとする

内容

各種配管ｽﾘｰﾌﾞ

ﾀﾞｸﾄｽﾘｰﾌﾞ

埋込照明器具、空調器具取付用天井切込・下地補強

天井点検口（補強含む）

機器取付用吊ﾎﾞﾙﾄ･ｲﾝｻｰﾄ

照明器具の撤去･新設･復旧

屋外の設備機器基礎

機器取付用ｱﾝｶｰ･架台

改修建物の機器で再利用するものの取り外し

既存壁への改修用穴明け・穴埋め

受水槽及びポンプ類の撤去

上記ポンプ制御盤の撤去

衛生機器への一次側電源配管配線の撤去

空調機器・換気機器の新設又は改修

空調機器・換気機器への一次側電源配管配線

空調室外・室内機間電源連絡配線

空調機リモコンの配管配線

換気機器のスイッチ及び配管配線

認定番号

NM-8619

材料名

コンクリート

モルタル

鉄骨

軽量鉄骨

木

石こうﾎﾞｰﾄﾞ

化粧石こうボード

耐候性塗料

合成樹脂調合ペイント塗り

合成樹脂エマルションペイント塗り

材料名

GB-R　t=12.5、t=15

建築

〇

〇

〇

〇

〇

電気

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

機械

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

内部仕上表

室名

玄関

廊下

多目的ホール

ステージ

改
修
前

改
修
後

改
修
前

改
修
後

改
修
前

改
修
後

改
修
前

改
修
後

床

下地

M

M

C

C

既存のまま

C

C

既存のまま

W

W

既存のまま

仕上

磁器質タイル150角

撤去

磁器質タイル150角

新設

長尺塩ビシート厚2.0

長尺塩ビシート厚2.0

既存のまま

パーケットブロック厚8.0

撤去

体育館向け長尺弾性塩ビシート 

厚7.5　新設

コンパネ厚12の上、

フローリング厚15.0

コンパネ厚12の上、

床ﾚﾍﾞﾙ

±0

±0

±0

±0

±0

±0

+900

+900

巾木

下地

M

M

既存のまま

LGS

LGS

既存のまま

C

LGS

C

LGS

既存のまま

C

LGS

W

既存のまま

仕上

吹付タイルH100

吹付タイルH100

既存のまま

塩ビ製H100

一部撤去

塩ビ製H100

一部新設

木製H100

木製H100

既存のまま

木製H100

木製H100

既存のまま

塗装

SOP

SOP

腰壁・壁

下地

LGS

LGS

既存のまま

LGS

LGS

既存のまま

C

LGS

C

LGS

既存のまま

C

LGS

C

LGS

既存のまま

仕上

GB-R厚12.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

GB-R一部撤去

ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ撤去

GB-R厚12.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

GB-R一部新設

ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ新設

GB-R厚12.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

GB-R一部撤去

ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ一部撤去

GB-R厚12.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

GB-R一部新設

ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ一部新設

有孔GB-R厚9.5

GB-R厚12.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

有孔GB-R厚9.5

GB-R厚12.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

既存のまま

有孔GB-R厚9.5

有孔GB-R厚9.5

既存のまま

塗装

EP

EP

既存のまま

EP

EP

既存のまま

天井

下地

LGS

LGS

既存のまま

LGS

LGS

既存のまま

LGS

撤去

LGS

新設

―

―

仕上

GB-R厚9.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

GB-R厚9.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

既存のまま

GB-R厚9.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

GB-R厚9.5の上、ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼り

既存のまま

グラウウール吸音板厚25（システム天井）

新設

―

―

塗装 廻縁

塩ビ製

塩ビ製

既存のまま

塩ビ製

塩ビ製

既存のまま

天井高

2815

2815

2540

2540

5750

～

8280

5750

～

8280

―

―

備考

―改修概要・仕上表

（玄関庇・ｽﾛｰﾌﾟ庇） （玄関庇のみ）

床材：撤去・新設

工事に伴う既存損傷については現況程度の補修を行うこと。

ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ

鋼板厚0.5　既存のまま

新設

既存の上、ｶﾗｰｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板厚0.4

電気ボックス・配管

一部補修

モルタル金ゴテ押えのみ　撤去

塩ビ製横手すり、I型手すりL=900　下地共新設

塩ビ製横手すり　　下地共新設

スロープ含む

樹脂製靴摺ﾏｯﾄ1200×800　SUS製FB枠とも

谷樋両脇瓦3枚分撤去・新設

照明取付ボックス新設

カラーアルミ製60φ　新設

SUS掴み金物外とも

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存のまま

既存目皿50φ穴埋め補修

清掃

清掃

清掃

清掃

建具クリーニング

MS-2　20×20　新設MS-2　20×20　撤去

四周シーリング　MS-2　20×20　撤去 四周シーリング　MS-2　20×20　新設

・

・

・

・

図中に標記のあるメーカー名、商品名については、全て同等品以上とする。

仕上材及び接着剤等で屋内に面するものについては、ホルムアルデヒド等を発散

しないか、発散が極めて少ないＦ☆☆☆☆等級のものとする。

既存AG-2は長年使用していないため、可動部が固着しているしているので、

・

既存軒樋の落ち葉・泥等雨水排水に支障のあるものは撤去をすること。

ひび割れ及び浮き部の処置については別紙参照。

・

・

サイズ：3640×1900

1.5倍ヒダ

遮光1級、防炎、耐光性7級

撤去・新設　暗幕カーテンの仕様は下記とする。

再塗装とすること。

多目的ホール

・

・

・

屋根　谷樋・瓦　鋼板　一部撤去・新設

・ 農業情報経営管理室、図書資料室

ステージ床・階段床：ワックス掛け

廊下：手すり新設

玄関：床タイル撤去・新設

設備改修に伴う天井仕上材、天井点検口の撤去新設

水切り部ｼｰﾘﾝｸﾞ打替えとも

・

・

図中のクリーニングは「洗剤洗浄+水洗い」、清掃は「水洗い」程度を示す。

2階AW-5部分2800×500H（既製品）撤去・新設

既存ﾋﾞｽ穴ﾓﾙﾀﾙ補修とも

・

M M

多目的ホール既存仕上材撤去の後、既存土間コンの不陸についてはメーカー基準を

撥水性超耐候形特殊シリコン変性樹脂塗装

タラフレックス（クリヤマジャパン㈱）同等

㈱スミエノ　ECOソラリスS同等品暗幕

体育館向け長尺弾性塩ビシート 

既存RC庇撤去、ﾓﾙﾀﾙ浮き補修部分の外壁は既存塗装のパターン（模様）合せの上、

アルミ製（既製品）

スロープ庇：アルフィン㈱AD-RN（逆勾配）同等
玄関庇：アルフィン㈱AD-RN（逆勾配）同等

セラミガードNEO（エスケー化研㈱）同等

特殊ポリウレタン樹脂塗料

暗幕撤去（ｱﾙﾐ製ｶｰﾃﾝﾚｰﾙ（S）（中型・手動紐引開閉式）とも）

暗幕新設（ｱﾙﾐ製ｶｰﾃﾝﾚｰﾙ（S）（中型・手動紐引開閉式）とも）

撤去

グラウウール吸音ボード厚25（システム天井）

グラウウール吸音ボード厚25 旭ﾌｧｲﾊﾞｰｸﾞﾗｽ㈱　ｱｸﾘｱG同等

多目的ﾎｰﾙ天井の改修は国土交通省告示第771号第三 「天井告示」に準拠する。

（株式会社桐井製作所　新耐震FullPower天井同等）

フローリング厚15.0

研磨の上、木部用ウレタン塗装

ジムフィニッシュ　シーバイエス㈱同等木部用ウレタン塗装

可とう形改修塗材Ｅ（ふっ素）スーパーセラタイトF（エスケー化研㈱）同等

撥水性超耐候形特殊シリコン変性樹脂塗装

クリーンマイルドウレタン（エスケー化研㈱）同等

開閉調整を行うこと。

NM-8585 塗料塗装／不燃下地

準不燃 QM-9828

QM-9824

GB-R　t=9.5

GB-D　 t=9.5

無機質壁紙：防火認定品QM-0803

A-11

既設ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽは、石綿含有みなし材

確認し、不陸調整のこと。（セルフレベリング共）

新設

撤去

既設ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽは、石綿含有みなし材

入隅シーリング　MS-2　20×20　新設

るが、外壁塗膜引張試験を実施後（4ヶ所）、結果を踏まえ監督職員と協議のこと。

既存外壁塗膜はアスベスト含有である。特記なき限り水洗い工法の上、塗替えとす



設備機器置場

訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

1：100

事務室

土壌分析室

調理実習室

多目的ホール

4

AD

1

AD

2

AW

2

AW

竪樋 竪樋

竪樋 竪樋 竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

UP

犬走り

ｽﾛｰﾌﾟ

ｽ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾟ

2

AD

2

AD

2

AD

2

AD

4

AW

4

AW

4

AW

4

AW

Ａ

Ｂ

Ｃ

E

Ｆ

Ｇ

Ｈ

１ ２ ３ ４ ５ ６

3
,6

00
5
,4

35
4,

47
0

4,
02

0
5,

64
0

5
,4
3
5

2
8,

60
0

5
,6

40
2
,8

50
5,

64
0

14
,1

30

Ｄ

Ｆ

Ｃ

Ｂ

4,500 900 5,400 2,700 2,700 7,250 7,250

30,700

3,600 1,800 5,400 1,800 3,600 7,250 7,250

30,700

営農相談室

±0 ±0

±0 ±0

±0

-150

-150

-150

-150

-150

-150

-450

男子便所 女子便所

±0 ±0

物入

±0

倉庫

±0

薬品保管

給湯室

±0

+900

身障者便所

±0

ステージ

（農業情報交換室）玄関

-120

ﾎﾟｰﾁ
-120

1階平面図（改修前後）

竪樋

設備機器置場

設備機器置場

設備機器置場

竪樋プロパン置場

Ｎ

方向

A

BD

C

展開

凡例

記号 内容

数値 設計FLからのﾚﾍﾞﾙ差を示す

コンクリート壁

LGS壁

建築工事範囲を示す

2

AW

1

AW

1

AW

3

AW

1

AW

3

AW

1

AG

1

AG

3

AD
5

AD

椅子収納台車5台

UP

既存フローリング厚15.0

階段（脱着）

建築工事範囲外を示す

令和7年度　地域活動拠点整備事業

手摺

床（39.84㎡）　框・階段とも

階段
（脱着）

壁仕上・手すり改修A-20参照

壁仕上・手すり改修A-20参照

±0廊下

床

4

AW

汚水処理機械室

研磨の上、木部用ウレタン塗装新設

体育館向け長尺弾性塩ビシート厚7.5

新設

詳細は機械設備図参照

床置型は一時撤去・復旧

※床改修に伴う既存室内機について、

・パーケットブロック厚8.0撤去の上、

ソフトバレーボール用支柱受金物及び、

ソフトバレーボール用コートライン引き
新設

※新設するソフトバレーボール用支柱受金物及び、

コートライン引きの位置については監督職員と

協議の上決定すること

・既設バレーボール用支柱受金物撤去の上、

A-12



訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

1：1002階平面図（改修前後）

竪樋 竪樋 竪樋

竪樋 竪樋 竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

竪樋

１ ２ ３ ４ ５ ６

2,700 2,700 7,250 7,250

30,700

5,400 1,800 3,600 7,250 7,250

30,700

±0

男子便所 女子便所

±0 ±0

倉庫

±0

給湯室

±0

（農業情報交換室）
廊下

図書資料室 農業情報経営管理室

多目的ホール

上部

上部
ステージ

AG

2

AG

2

AW

7

AW

7

AW

7

AW

7

AW

7

暗
幕

暗
幕

暗
幕

暗幕
AW

7

AW

7

暗幕

暗
幕

暗
幕

DN

押入

押入

庇

庇

5,400 3,150 2,250

5,400

1
,0

00

1,000

±0 ±0

+120

前室

+105

踏込

±0

1

AW

1

AW AW

6

1

AW

1

AW

3

AW

3

AW

AW

5

玄関庇

Ａ

Ｂ

Ｃ

E

Ｆ

Ｇ

Ｈ

3,
6
00

5
,4

35
4,

47
0

4,
02

0
5
,6

40
5
,4

35

2
8,

60
0

5
,6

40
2
,8

50
5
,6

40

1
4,

1
30

Ｄ

Ｆ

Ｃ

Ｂ

5
,3

00

凡例

記号 内容

数値 設計FLからのﾚﾍﾞﾙ差を示す

コンクリート壁

LGS壁

建築工事範囲を示す

建築工事範囲外を示す

Ｎ

竪樋

竪樋

１

AW

5

Ｎ

1
4,

1
30

Ｄ

Ｆ

Ｃ

Ｂ

凡例

記号 内容

数値 設計FLからのﾚﾍﾞﾙ差を示す

コンクリート壁

LGS壁

建築工事範囲を示す

建築工事範囲外を示す

改修前 改修後

竪樋

和室

営農研修室

令和7年度　地域活動拠点整備事業

玄関庇

ｽﾛｰﾌﾟ庇

2,
35

0

2,350

A-24図参照

A-24図参照

汚水処理機械室

A-21図参照 A-22図参照

A-13



訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

1：100

凡例

記号 内容

建築工事範囲を示す

建築工事範囲外を示す

Ａ

Ｂ

Ｃ

E

Ｆ

Ｇ

Ｈ

28
,6

00

14
,1

3
0

Ｄ

Ｆ

Ｃ

Ｂ

Ｎ

屋根伏図（改修前後）

30,700

14,50016,200

１ ２ ３ ４ ５ ６

30,700

14,50016,200 30,875

６

６

６

６

令和7年度　地域活動拠点整備事業

１

①改修部分

１

図示以外においても、瓦部分の損傷・ひび割れ等を調査し、

断面詳細はA-24参照

断面詳細はA-24参照

改修方法・範囲について、監督職員と協議すること

A-14



訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

1：100

南側立面図

4
50

3
,4

0
0

3,
40

0
20

0

4
50

6
,0

00
35

0

▽1FL

▽2FL

▽GL

２ ２２

３ ３

３

４ ４

４

６ ６

６

７

７

８
８

12

20

20

21

東側立面図

4
50

3,
40

0
3,

40
0

2
00

4
50

6
,0
0
0

3
50

▽1FL

▽2FL

▽GL

２

３３

４

６
６

７７

８

２ ９９

10 10

10

４

11

11

12

12

20

20

20

立面図1（改修前後）

令和7年度　地域活動拠点整備事業

2800×500H
撤去・新設

８

改修後は別図参照

改修後は別図参照

７７

７７

A-24図参照

A-24図参照

・玄関前の改修後は別図参照

・図中の番号は外部仕上表　改修番号に対応

・21 既製アルミ窓手すりの新設・取付に用いるあと施工アンカーに関して、

設置メーカーの必要耐力を確認、監督職員と協議すること。

８ ８

８

８

A-15



20

訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

1：100

北側立面図

45
0

3
,4

00
3
,4
0
0

20
0

45
0

6
,0

00
35

0

▽1FL

▽2FL

▽GL

２ ２

３

４

４

６

７

８

20

西側立面図

4
50

3,
40

0
3,
4
00

2
00

4
50

6,
00

0
3
50

▽1FL

▽2FL

▽GL

２ ２

３ ３

４

４

６

６

７
７

８

８

10

11

20

20

20

21

20

立面図2（改修前後）

・図中の番号は外部仕上表　改修番号に対応

・玄関前の改修後は別図参照

令和7年度　地域活動拠点整備事業

改修後は別図参照

A-24図参照 A-24図参照

７

７

７

８

８

８

A-16



訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

55 180
30

0

６

矩計図（改修前後）

令和7年度　地域活動拠点整備事業

シーリング　MS-2　20×20

撤去新設

凡例

2,
05
0

1
,4

25
1
,5

60
71

5

5,
75

0

2,
05
0

3
,4

00
2,

60
0

1
50

4,
50

0
35

0

ステージ多目的ホール多目的ホール

廊下

廊下

多目的ホール

犬走り

10

4.5

10

4.5

3,600

椅子収納台車

４ Ｇ Ｈ

950260

２

３

３

３

４

20

20

既存フローリング厚15.0
床（框とも）

9
00

体育館向け長尺弾性塩ビシート厚7.5

新設新設

パーケットブロック厚8.0撤去の上、

LGS下地とも

撤去・新設

LGS下地とも

撤去・新設

Ａ部分

Ａ部分

Ａ

22

研磨の上、木部用ウレタン塗装新設

グラスウール吸音板厚25（システム天井）

グラスウール吸音板厚25（システム天井）

パーケットブロック厚8.0撤去の上、

Ａ部分（軒樋）詳細図　1/10

多目的ホール既存仕上材撤去の後、既存土間コンの不陸についてはメーカー基準を

A-17

確認し、不陸調整を行うこと。（セルフレベリング共）

1
50
1
50
1
50

6
,4

50
35

0

▽GL

▽1FL

▽GL

5
05
0

1
50

3
00

1
0

1
50

1
1
0

130

125 250 125

500

12
5

2
50

1
25

モルタル

体育館向け長尺弾性塩ビシート厚7.5

体育館向け長尺弾性塩ビシート厚7.5

（500×500×450）

フロアープレート
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訂正 月．日

（A2:100％　A3:70.7％）1級建築士事務所　広島県知事登録19(1)第5062号

協同組合建築設計団ＳＯＵ間

広島県広島市安佐南区長束五丁目33番19号 第234595号

1級建築士 前岡 正伸

設計年月日 承認印

承認年月日

検　図

担　当

設　計

製　図 図面名称

工事名称

縮尺

図面番号

入野地域センター改修工事

1：300

配置図

令和7年度　地域活動拠点整備事業
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特記事項

・敷地内外にある既設物を損傷した場合は復旧すること。

・仮囲いの足元に隙間が無いようにすること。

・仮設計画・仮設立面・断面図面を作成し、監督職員に承認を取ること。

・仮囲いの設置・撤去時期に関しては、監督職員の指示に従うこと。

枠組み本足場W＝600

凡　　例

作業員詰所

仮設便所

ﾕﾆｯﾄﾊｳｽﾕﾆｯﾄﾊｳｽ

仮囲い

車両出入口

・既存アルミ庇3.6M×2.4M×2.4MHの屋根（ﾎﾟﾘｶ）は一時撤去・復旧とする。

既存汚水処理
機械室

・既存汚水処理機械室2.5M×1.2M×1.8MHの軽量鋼製建物の工事建物側のパネル（2.5M×1.8M)は

　外壁改修のため、一時撤去・復旧とする。

仮設計画図（参考図）

参考図

A-31

※計30人（内１名は解体工事時）指定仮設

ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ　H＝1.8M　L＝68.0M　指定仮設

ｸﾛｽｷｬｽﾀｰｹﾞｲﾄ　H＝1.8M　指定仮設

交通誘導警備員　（大型車両進入時　1人/日）

・仮囲い、車両出入口、交通誘導警備員については指定仮設とする。
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  入野地域センター改修工事（参考） 

特  約  事  項 

 

 受注者は、工事施工業者の社会的責任において信義、誠実に施工するとともに次の 

事項について十分遵守すること。 

 

1. 本工事の施工にあたり、適用を受ける関係法令等を遵守し、工事の円滑な進行を

図ること。また、関係法令等に基づく関係官公署等への必要な届出手続きを遅滞

なく行うこと。 

  

2. 現場作業時間は、原則月曜日から金曜日の 8 時から 17 時までとし、土曜日・日曜

日は休工とすること。ただし、現場条件及び工程の進捗状況等により、あらかじ

め監督職員の了承が得られた場合はこの限りではない。 

  

3. 本工事に伴い、別途監理業務を委託する予定であるが、監理業務が入札不調とな

った場合、落札されるまでの一定期間について工事を一時中止する場合がある。

なお、監理業務の入札不調に起因する工事一時中止があった場合、共通仮設費率

及び、現場管理費率の算定に用いる工期には、工事一時中止を理由とした工期延

伸する期間を含まないものとする。 

  

4. 令和 7 年 9 月 15 日に、敬老会のイベントで本施設を利用し、その後ホール等の物

品を移動するため、工事着工は 9 月末以降となるので留意のこと。 

  

5. 

 

仮囲い等仮設物の設置に関しては、図面（建築-31）を参考として、施設管理者、

監督職員と十分協議の上、安全対策に万全を期して行うこと。 

なお、図面（建築-31）に記載の工事ヤード以外に、市から土地の提供は行わない。 

  

6. 工事期間中は適宜交通誘導警備員を配置し、通行人等に対する安全対策に万全を

期すること。資材等を頻繁に搬出入するなどの交通に支障を来たすおそれがある

場合は、必要に応じて交通誘導警備員を増員すること。 

交通誘導警備員の配置人数は、工事着手後、規制を要する日から合計 30 人を見込

んでいる。内訳としては、大型車両搬入時及び、既設倉庫解体時等である。ただ

し、現場条件の変更等により、交通誘導警備員の人数変更が必要となった場合に

は、事前に監督職員と協議を行ったうえで変更対象とする。 

  

7. 現場着手に先立ち、施工計画（工程計画・仮設計画・安全管理計画等）作成のた

めの現地調査等を十分に行うこと。なお、調査に際しては、施設管理者と協議し、

施設使用者に支障のないように行うこと。また、本工事に支障ある埋設物及び障

害物などの処理は、監督職員の指示に従い施工すること。 
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8. 

 

現場作業に当ってはゴミ収集、ガスボンベ交換、電気・水道の検針、郵便等の配

達、施設使用者の車両の駐車などに支障のないよう配慮すること。 

  

9. 近隣から苦情等が発生した場合は、誠実に対応すると共に、監督職員と十分協議

のうえ、受注者の責任において処理すること。 

  

10. 万一、工事が原因で、近隣及び公共施設等に損害を与えた場合は、受注者の責任

において補償すること。 

  

11. 工事が原因で関係者及び近隣住民等への日常生活に影響を及ぼす恐れのある次の

事項などに十分留意し、看板の設置等による工事内容の事前周知、関係者に説明、

協議を行い、工事の進捗を図ること。 

・騒音、振動、防塵、電波障害等 

・工事関係車両の進入路及びやむを得ない通行止め 

・工事関係車両の駐車禁止及び待機場所の確保 

・公共施設などに影響を及ぼした場合の復旧 

  

12. 土工事等で発生した排水を水路・側溝に放流するときは、濁水処理を行うこと。 

また、工事車両が敷地から道路に出る際には、道路に土砂等を出さないように十

分留意すること。なお、道路に土砂等が出た場合は、適宜清掃を行うこと。 

  

13. 労働安全衛生法施行令第 13条第 3項第 28号における墜落制止用器具の着用は、

「墜落制止用器具の規格」（平成 31 年 1 月 25 日厚生労働省告示第 11 号）によ

る墜落制止用器具（フルハーネス型墜落制止用器具、胴ベルト型墜落制止用器

具及びランヤード等）とする。 

  

14. 工事目的物及び工事材料を建設工事保険等に附すること。保険契約締結後は、速 

やかに証券等の写しを提出すること。 

①期間は、現場作業着手日から工期末日までとする。 

ただし、受注工事毎に附する保険の場合ではなく、受注者が一定の期間内に受

注する工事全体に対する保険の場合で、工期途中で保険契約満了日を迎える場

合は、新契約の証券等の写しを提出すること。 

②保険は、請負額相当額に対し附すること。 

  

15. 本工事は、東広島市建設工事執行規則（平成 10 年東広島市規則第 4 号）第 41 条

第 7 項の規定により中間検査を行う。中間検査の時期は、出来高 60％程度でかつ、

外壁下地補修工事中又は完了時とし、予定時期を施工計画書に明示し、実施日時

については監督職員と協議して決定する。 

  

  



     令和 7年度 地域活動拠点整備事業 

  入野地域センター改修工事（参考） 

16. 給水設備新設等の布設工事等については、東広島市水道局指定給水装置工事事業

者の指定を受けている者が施工すること。 

  

17. 本工事において、受注者は法定外の労災保険に附さなければならない。 

①受注者は、建設工事請負契約約款第 47 条に基づき、法定外の労災保険の契約締

結をしたときは、その証券又はこれに代わるものを速やかに監督職員に提示しな

ければならない。 

②法定外の労災保険は、政府の労働者災害補償保険とは別に上乗せ給付等を行う

ことを目的とするものであり、（公財）建設業福祉共済団、（一社）建設業労災互

助会、全日本火災共済協同組合連合会、（一社）全国労働保険事務組合連合会又は

保険会社との間で、契約を締結しているものとする。 

  

18. 本工事は、週休２日適用工事（発注者指定型）であり、「東広島市週休２日適用工

事等実施要領（営繕工事）（最新版）」に従うこと。 
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項目 特 記 事 項 

債務負担行為に

かかる契約の次

の支払いについ

て 

・前払金 

・中間前金 

・部分払い 

各会計年度における請負代金の支払い限度額は、次のとおりとする。 

令和 7 年度 ３７，２００，０００円 

令和 8 年度 残額 

 

 

出来高予定額 

令和 7 年度 請負金額×80％ 

令和 8 年度 残額 

 

 

支払い方法について、次のとおりとする。 

   

前金払い・中間前金払い・部分払い 

      （1）本契約においては、契約会計年度に翌会計年度分の

前払金を含めて支払うこととし、受注者は、契約会計

年度に翌会計年度に支払うべき前払金相当分を含め

て前払金の支払を請求することができる。 

（2）契約約款特約事項 22 項により、契約締結時にいず

れかを選択するものとする。ただし、中間前金払い

を選択した場合においても、契約会計年度は、出来

高予定額に係る当該年度末の出来高に対する部分払

いを請求できるものとする。 

      （3）部分払いについては、各会計年度における請求でき

る回数は次のとおりとする。 

        令和 7 年度 月１回を超えることができない。 

        令和 8 年度 月１回を超えることができない。 

 

 


